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1.は じめに

火山礫は、軽量であることを利点として、コンクリー

トブロックや鉄筋コンクリート部材に戦後用いられるよ

うになった地域の産物である。これが有する高吸水率に

関しては、造園緑化のための保水材料、あるいは排水助

材として地中に直接埋設して活用されることが多い。

近年、大都市のみならず地方の中小都市においても、

局地的に気温が上昇するヒートアイランド現象が発生し、

生活環境の悪化が懸念されている。この現象が発生する

原因の一つとして、日射を吸収したコンクリート面から

の輻射熱で日中、高温の状態が持続することが指摘され

ており、吸放水性の高い建設材料の使用による気温の低

減が、このような現象への対策となり得ると提言されて

いる。

著者らは、火山礫の高吸放水性に着目し、これを用い

たポーラスコンクリート (火山礫POC)の気温低減効
果に関する研究をこれまで行って来た。本論では、火山

礫の定義、基礎物性、軽量骨材としての規格および用途

の概要を示すとともに、著者らの研究結果を紹介したい。

2.火山礫の定義と性質

火山が噴火する時、火日から噴出されるガスを除く物

質のことを火山砕屑物といい、これを3つに分類した中

の1つに降下火砕堆積物がある。これは、火口より高温

熔融状のマグマが急激に圧力の低い大気中に噴出され、

落下堆積したものである。噴出の際マグマ中に含まれて

いたガス分が気化して発泡するため多孔質であり、軽石

(pumiceと 呼ばれSi02、 A1203に 富み白色)や岩滓

(scoriaと 呼ばれFe203、 MgOに富み黒褐色)がこれに

含まれる。火山礫 (lapilli)は 、径が2～ 64皿のもので、
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上記二者を含んでおり、天然軽量骨材として採掘されて

いる1)。

火山礫の主要化学成分は、Si02、 A1203お よびFe203

であるが、産地によって成分割合は異なる。Si02が多く

なるにしたがって真密度は小さくなる。見掛け密度は化

学成分と空隙の量によって変化し、真密度が小さく空隙

の多いものほど小さくなる。絶乾から24時間吸水したと

きの吸水率は、見掛け密度と逆比例の関係となる。参考

までに表1に、産地毎の火山礫の真密度、見掛け密度、

空隙率および吸水率を示す2)。

3.火山礫を天然軽量骨材として用い
るための規格と用途

軽量骨材は、コンクリートの質量の軽減または断熱な

どの目的で用いる、普通の岩石よりも密度の小さい骨材

と定義されている3)。 また、JISA5002-1999「 構造用軽

量コンクリート」では、構造上主要な箇所に用いられる

コンクリートに使用する軽量骨材について天然軽量骨材

が規定されており、火山礫およびその加工品となってい

る。密度および実績率による区分は、表2お よび3に示

すとおりであり、火山礫を軽量骨材としてコンクリート

に使用する上での目安となっている。

火山礫は、1946年頃から約10年の間に浅間、榛名、天

城山、十和田、真鶴産のものが、軽量コンクリート・軽

量ブロック用に用いられ始め4)、 その後、他の産地のも

のも用いられるようになって、各種コンクリートニ次製

品に用いられるようになった。1951年頃に鉄筋コンクリ

ート構造物に粗骨材として榛名や浅間の火山礫が用いら

れて良い結果が得られてから後は、大島の火山礫などが

大量に使用されるようになった5)。 _方、1990年代から

2000年にかけて、火山礫を用いたコンクリートやポーラ
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スコンクリートを水路や法面、屋上緑化に用いて、自然   減のために用いる研究8)9)が行われ、実際に用いられ
維持機能を発揮させる研究

6)7)ゃ、水質浄化や騒音低   るようになってきた。これは、構造部材としてよりも火

表 1 産地毎の火山礫の真密度、見掛け密度、空隙率および吸水率

骨材種類
真密度

(g/cm3)

粒径

(11111)

見掛け密度

(g/cm3)

空隙率

(%)

吸水率
*

%wt %vo I

十和田
(秋田)

2.34

20～ 10 0.68 71.6
10～ 5 0.72 69.2
5～ 2.5 0.75 68.0
20～ 2.5 0.72 69.2 69.0 49,7

浅 間
(長野)

2.60

20～ 10 0.89 65.8 38.2 34.0
10～ 5 0.99 61.9 30.5 30.2
5～ 2.5 1.15 55.7 26.6 30.6
20～ 2.5 0.99 61.9 32.7 32.4

榛 名
(群馬)

2.58

20～ 10 0.99 61.6 41.2 40.8
10～ 5 1.05 59.3 36.7 38.5
5～ 2.5 1.17 54.6 28.8 33.6
20～ 2.5 1.04 59.6 37.6 39.4

大 島
(東京)

2.87

20～ 10 1.63 43.2 14.3 23.3
10～ 5 1.67 41,8 14.8 24.7
5～ 2.5 1.86 35.2 10.2 19.0
20～ 2.5 1.68 41.5 14.2 23.9

2.86

20～ 10 1.91 33.2
10～ 5 1.83 36.0
5～ 2.5 1.82 36.4
20～ 2.5 1.85 35.3 20.0 37.0

真 鶴
(神奈川)

2.33

20～ 10 0.69 70.4 71.3 49.2
10～ 5 0.75 67.8 68.4 51.2
5～ 2.5 0.86 63.1 61.5 52.9
20～ 2.5 0.72 69.1 69.8 50.0

桜 島
(鹿児島)

2.50

20～ 10 0.70 72.0 74.2 51.9
10～ 5 0.86 65.6 62.6 53.8
5～ 2.5 0.98 60.8 55,1 54.0
20～ 2.5 0.80 67.8 65.8 53.0

表 2 軽量骨材の絶乾密度による区分

区分
kg/1)

細 材
L 1.0未満
M 1.3 1.8

H 1.8 2.3 1.5 2

表 3 軽量骨材の実績率による区分

区分 モルタル中の細骨材の実積率  (%) 粗骨材の実積率  (%)
A 50.0以」ヒ 60.0以上
B 45,0以上  50.0未満 50.0以上. 60.0未 満
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富 士
(静岡)

粗 骨材

1.0以上   1.5禾 満



山礫の多孔質、高吸水性を活用して、環境負荷低減材料

として用いることを目的としており、環境保全という地

球規模の潮流に向かった重要で新しい試みと言える。

4.秋 田 (十和田)産火山礫の特徴

秋田県と青森県の県境に位置する十和田湖周辺には、

面積900m2、 平均層厚50m、 体積450億m3程度と推定さ

れ、我が国でも有数とされる火山礫が埋蔵されている。

この火山礫は粒子寸法5～25皿のものが多く、破砕を行わ

なくても分級してコンクリート用軽量骨材として使用可

能であるという特徴を有している。表4に研究に使用し

た秋田 (十和田)産火山礫の化学成分を示す。S102+

A1203が全成分のおよそ80%を 占めており、前節に示し

たように、軽石 (pumice)に分類され、低密度、多孔

表4 秋田 (十和田)産火山礫の化学成分

表 5 秋田 (十和田)産火山礫の物理的性質

― 秋田 (十和田)産
¬卜 群馬 (榛名)産

0北 海道 (樽前)産
― 東京 (八丈島)産

12

吸水時間 (hr)

18 24
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質、高吸水の特徴を有すると推定される。表5に、秋田

(十和田)産火山礫の物質的性質を示す。JISにある構造

用軽量コンクリート骨材に準じて密度および実績率によ

る区分を行うと、LおよびAに分類され、軽量かつ形状

の良好な天然軽量骨材に区分される。

他種の火山礫との比較を行うため、図1に、吸水時間

と吸水率の関係を示す。秋田産火山礫は吸水開始後の10

分間で24時間吸水率の約80%に達し、その後、徐々に増

加することがわかる。このような吸水特性は他県産の火

山礫にも認められるが、初期における時間あたりの吸水

率の増加程度、すなわち吸水速度の大きいことが秋田産

火山礫の特徴として挙げることができる。なお、この火

山礫の24時間吸水率は、国内で使用されている人工軽量

骨材のそれの9,3倍であった。

図2および図3に、秋田産火山

礫粒子の外観および粒子断面の電

子顕微鏡写真を示す。粒子は、絶

乾状態において白黄色を呈してい

る。

5.火山礫 POCの 基
礎的性質

前節において秋田産火山礫が軽

量かつ高吸水性の特徴を有するこ

とを示したが、これをポーラスコ

ンクリートに用いた場合、その吸、

放水性を発揮できるか否か次の検

討を行った結果を以下に示す。

図4に、火山礫および火山礫

POCの吸水量および放水量の経
時変化を示す。用いた配合は、W
/C=25%、 空隙率30%、 ペース

ト火山礫容積比0.07と した最適配

合10)である。火山礫POCの試験
には直径100ⅢⅢ、高さ200皿の円柱

供試体を使用した。吸水および放

水量の測定に際し、火山礫および

火山礫POCを 110℃ で48時間炉

乾燥した後に試験を行った。吸水

量の測定では、試料を20℃静水中

０
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図 1 吸水時間と吸水率の関係
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で48時間吸水させながら質量の測定を行った。放水量の

測定では、48時間吸水後表乾状態とした試料を用いて48

時間、温度20℃、相対湿度60%の環境条件で質量の測定

を継続的に行った。なお、火山礫の試験には示方配合か

ら円柱供試体 (直径100皿、高さ200皿)の 1本当たりに

使用する粗骨材量を求め、48時間吸水後表乾状態とした

試料を用いた。比較のため円柱供試体と同じ寸法に作製

した円筒形金網かご内 (直径100皿、高さ200皿 )に、火

山礫を突き固めながら3層に分けて詰め、試験を行った。

図より、火山礫および火山礫POCの吸水量ならびに

放水量の増加傾向は類似しており、24時間経過時時点で

火山礫と火山礫POCの吸水量が447gと 410g、 放水量

が325gと 299gであり、火山礫POCの方が火山礫より

37gおよび26g少なくなった。また、48時間経過時点で

火山礫POCの吸水量は427g、 放水量は406gであり、

吸水した水を95%放水しており、普通コンクリートの吸

水および放水量の約2倍および4倍となった。したがっ
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図2 秋田 (十和田)産火山礫粒子の外観 図 3 火山礫粒子断面の電子顕微鏡写真

放水 間 間 で

経過時間 (hr)

図4 火山礫と火山礫 POCの吸放水量の経時変化
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て、火山礫POCの吸放水量は大きく、またセメントペ

ーストで被覆された影響が少ないため、火山礫自体の吸

放水性を発揮できることが明らかとなった。そして、吸

水に対して放水が緩速であることから、POCは保水性

を有しており、潜熱による気温低減効果を持続的に発揮

すると判断された。熱収支による計算結果を後述する。

表6に、火山礫を用いたポーラスコンクリートの物性

値を示す。単位容積質量は、普通コンクリートの約44%

と軽量であることがわかる。一方、圧縮および曲げ強度

は極めて小さく、構造部材として使用するレベルの力学

(77)

的性質は有しないと考えられることから、普通コンクリ

ートの表面を被覆して前述の吸放水特性を活用すること

を検討した。なお、このような低強度、高吸水率かつ軽

量な火山礫POCを、実際のコンクリート構造部材の表

面に被覆可能か否か、暴露試験によりそれ自体の耐久性

を検討した。

図5に、屋外暴露試験の材齢と相対動弾性係数の関係

を示す。図より、相対動弾性係数は100%以上を有してい

る。これは屋外暴露試験の初期における水和反応の進行

と供試体の乾燥により、密度が減少して共鳴振動数が増

加し、相対動弾性係数が100%以上

になったものと考えられ、約2年

(越冬2回 )経過した現時点にお

いて、この値の低下は認められな

い。図6に、前図と同時に測定し

た材齢と質量減少率の関係を示す。

表 6 火山礫を用いたポーラスコンクリートの物性値
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図より、質量減少率は試験開始後7日間晴天が続いたこ

とにより、多量の水分が蒸発して、供試体質量が試験開

始時と比べて35%程度減少した。その後、天候の変動に

伴い水分蒸発や降雨による吸水が繰り返され40%程度と

なったが、約2年を経過した現時点において、供試体の

損傷に伴う質量の低下は認められない。ここで、試験開

始7日後の供試体質量を基準として質量減少率を算出す

ると180日 日で5.6%、 766日 日で4.9%と なり、大きな変

化は見られなかった。すなわち、質量減少率が40%程度

となったのは水分蒸発によるものであり、耐久性の低下

は現時点においては認められないと判断された。また、

目視観察において供試体の損傷は確認されなかった。

したがって、火山礫POC自体は屋外暴露試験におい

て、明確な耐久性の低下は認められないことから、コン

クリート構造部材の表面被覆材としての適用は可能であ

ると考えられるが、今後さらに計

測を継続しなければならない。

6.火 山礫 POCの 気
温低減効果

図7に、縦横300皿、厚さ60mmの

平板を屋外に曝露して、これに埋

没した熱電対による断面中心温度

の計測結果を、 1週間ごとの平均

値 (9～ 17時の平均値)で示す。

測定期間は、夏季2ヶ月間 (8週

間)であった。比較として同寸法

の普通コンクリートの結果も示し

た。図より、普通コンクリートは

2ヶ月間を通じて屋上気温より最

大4℃高く、大気へ放熱すること、

これに対して火山礫POCは屋上

気温よりも最大4℃低く、大気か

ら吸熱して気温を下げる効果を有

していることが明らかとなった。

同時期に、平版表面における日射

の短波反射率の測定を行つた。図

8に、火山礫POCお よび普通コ

ンクリートの平版表面における日

射の短波反射率の変化を測定1週

間ごとの平均値で示す。なお、短波反射率とは、日射の

反射による大気へ放出される熱量であり、全天日射計に

より計測した日射量に色差計により測定した平版表面の

反射率を乗じて算出される。図より、火山礫POCの短

波反射率は普通コンクリートより平均15.3%小さく、大

気を温める放射熱の一つである短波放射熱量が小さくな

ることがわかる。

図9に、一例として曝露試験開始直後から2週間にお

ける火山礫POCと普通コンクリートの9～ 17時の放水

量の日変化を示す。図より、火山礫POCは、普通コン

クリートと比較して放水量がきわめて大きく、乾燥によ

って放水量は減少するが、降雨によって平版が吸水する

ことで放水量が増加して、放水現象が回復することが示

された。これらの結果より、火山礫POCは放水量が多
いため、火山礫粒子中の水分蒸発に伴う気化潜熱の発生
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図7 1週間ごとの平均断面中心温度の変化
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図 8 1週 間ごとの短波反射率の変化

骨材資源 通巻 No.150 2006

（ρ
）
拠
頭
め
書ヽ
目
当
雲
辟

０

０

０

０

０

５

４

３

２

１

（訴
）
掛
憮
堅
騒
腰

→終―外気温

¬トー火山礫POC版

=)― 普通CON版

9～ 17時の平均

2004/7/30～ 9/23

7月 ← ――― ----------f {- 9E



０

‐０

‐０

‐０

０

０

０

０

０

嘲

Ｋ

軽

により断面中心温度の上昇が低減されることで、平版の

熱源効果も低減されたと考えられる。

図10に、一例として測定1日 目および7日 目でのコン

クリート種別ごとの熱収支の比較を示す。なお、用いた

データは9～ 17時の間の1時間当たりの平均熱量である。
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図 9 経過日数と放水量の変化

コンクリート種別

図10 コンクリート種別による熱収支の比較
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図より、平版に加わる熱量 (流入熱量=日射量+大気放

射量)は、測定1日 目において2.95MJ/m2、 7日 目にお

いて3.38MJ/m2でぁった。これに対して、平版から放出

される熱量 (放射熱量=長波放射量+短波放射量+顕

熱)は、普通コンクリートの場合、測定1日 目および7

日目とも流入熱量と同程度であっ

たのに対して、火山礫POCの場

合、測定 1日 目において3.27

MJ/m2、 7日 目において3.ll

MJ/m2であり、測定1日 目におい

て0.68MJ/m2、 7日 目において

0,27MJ/m2の流入熱量が潜熱と

して解消されていることがわかる。

ここで、(流入熱量―放射熱量)を

熱源効果の低減程度と考えた場合、

測定1日 目において、火山礫PO
Cは普通コンクリートの4倍、測

定7日目において約9倍であって、

経過日数の増加に伴って、水分蒸

発に伴う保水量の減少による放射

熱量の増加傾向が認められるもの

の、火山礫POCの放射熱量低減

効果は大きく、気温の上昇を低減

する効果を有することが示された。

なお、このような傾向は測定日が

異なる場合にも同様に認められた。

上記のような特徴を有する火山

礫POCを、普通コンクリート版

上面に被覆することによる大気放

熱量削減程度を検討するため、被

覆した場合およびこれを行わない

普通コンクリート内部の温度測定

を行った。被覆とは、厚さ60皿の

普通コンクリートの縦横300皿 の

面上に同寸法の火山礫POC版を

設置したものであり、屋外に曝露

して埋設した熱電対により断面中

心温度を測定した。図l]に、普通

コンクリート版のみおよび被覆し

た普通コンクリート版の断面中心
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温度の日最高温度と日最低温度の推移を示す。図中には

比較として24時間の外気温平均値を示した。図より、被

覆した普通コンクリート版の温度変動幅は測定期間を通

じて小さく、普通コンクリート版の温度上昇を低減して

有し、これが環境負荷低減材料となり得ることに着目し、

ヒートアイランド現象を緩和するためのポーラスコンク

リートの開発研究を実施したのでその結果を火山礫の骨

材特性の概要とともに紹介した。火山礫は重要なコンク

一→←――外気温平均

一

日最高温度 ―――一 日最低温度

いることがわかる。

表7に、火山礫POC版の被覆

の有無による普通コンクリート版

断面中心の日最高温度の平均値を

示す。表より、被覆しない場合、

断面中心の日最高温度の平均値は

日最高気温の平均値より3.9℃ 高

いのに対して、被覆した場合、日

最高気温の平均値より2.3℃低く、

被覆しない場合より6.2℃ 低くな

ることから、火山礫POC版の普

通コンクリート表面への被覆は、

コンクリートの熱源効果を大きく

緩和して大気放熱量が少なくなる

ため、気温低減に効果的であるこ

とがわかった。

7.おわりに

火山列島であるわが国には火山

礫が各地に埋蔵されている。その

物理的性質は、産地により異なる

が軽量であり、火山礫はこれを特

長としてコンクリート用骨材とし

て資源の一翼を担って来た。この

過程において、もう一つの性質で

ある高吸水率に対しては、骨材と

してコンクリートの耐久性を損な

う要因と考えられて来た。

一方、1990年頃から建設材料と

してのコンクリートに対しても他

の材料開発分野と同様に環境負荷

低減性能が要求されるようになり、

緑化、再生、透水コンクリートな

どの研究と実用化が行われるよう

になって来た。

筆者らは、火山礫が高吸水率を
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図11 火山礫 POC版の被覆の有無による普通 CON版の最高。最低温度の推移

表 7 火山礫 POC版の被覆の有無による普通コンクリート版断面中心の
平均日最高温度の比較

被覆無 被覆有

外気温の日最高気温平均値 32.7°C

普          心
36.6°C 30.4°C

骨材資源 通巻 No.150 2006

0

・` X′
｀

.  ・ 、 . ・̈  ′
・

.`メ 「ヽ
｀
、′

（
・〔、、

Ｔ
、

匝型璽□



リート用骨材資源であるが、これまで用いられてこなか

った特性を活用することによって、これまで以上に有用

な資源に変わり得る。なお、ここに紹介した火山礫P0

(81)

C版は、擁壁面や砂防ダム下流側表面に試験的に用いら

れていることを付記する。
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